2012道本部組織労働局発第189号
２０１２年２月６日
各　地方本部、単組・総支部執行委員長　様
自治労北海道本部
執行委員長　　山上　潔
（賃金労働部・組織部）
2012春闘の推進について（１）
－当面する取り組みについて－
2012春闘の取り組みに、心から敬意を表します。
さて、2012道本部春闘方針については、２月３日開催の道本部第115回中央委員会で確認・決定いただいたところですが、当面する具体的な取り組みの推進について次のとおり指示しますので、各単組における取り組みの強化をお願いします。
記
４　たたかいの基本（以下、第115回中央委員会議案再掲）
　以上の連合・自治労本部の春闘方針の提起を受け、そして、春闘総体に対する自治労北海道本部の考え方に立って、以下のとおり2012春闘のたたかいの基本を整理し、具体的な取り組みを実践していくこととします。
（１）基本的には、連合の2012春季生活闘争、自治労2012春闘に結集し、雇用を守り生活改善に向けた基本賃金の引き上げを重点にしてすべての地本・単組が全力をあげることとし、自治労の春闘方針、方針の補強と意見反映をおこないます。
（２）要求事項の集約－要求書の作成－要求提出－交渉実施－妥結（協約・書面協定）の交渉サイクルの確立と妥結結果の書面化の推進にあたっては、新たな自律的労使関係制度に対応するため、重点課題として位置づけて取り組みます。特に人事院勧告制度廃止後の新たな年間闘争スケジュールを視野に入れ、春闘期に年間を通じた交渉・協議の基本的ルールや交渉テーマなどについて労使で確認することを、道本部統一の取り組みとして位置づけます。
（３）公共サービスの提供体制の確立に向けては、東日本大震災後の自治体の対応では、「集中改革プラン」などで過度な人員削減を強要された結果、非常時における十分な対応体制がとれなかったという反省に立って、必要な定数を確保するための人員確保闘争を積極的に進めていくこととします。なお、道本部として人員確保闘争については、第52回定期大会において通年闘争として位置づけて提起しているため、その方針に基づいて取り組むこととします。
（４）臨時・非常勤職員の雇用継続、処遇改善の取り組みについては、引き続き①法律改正、②雇用継続、③処遇改善をめざす取り組みを強化します。特に諸手当の支給制限の撤廃やパート労働法の趣旨を地方公務員の臨時・非常勤職員への適用、任期の定めのない短時間公務員制度の実現に向けて取り組みを進めます。春闘期においては、統一要求書に基づいて、各単組が自治体当局等に対して要求書を提出します。
（５）定年延長、再任用制度の拡充など年金と雇用の接続については、自治体においては再任用制度の運用状況が20％程度に止まっているため、年金の支給開始と雇用を接続させる制度を構築することは喫緊の課題です。2011年９月の人事院の意見の申出を踏まえて、政府内では再任用の義務化か定年延長のいずれかの方向で法整備を行うかの議論が行われていますが、定年延長による対応を引き続き求めていきます。なお、具体的な取り組みは別途提起します。
（６）公契約条例・公共サービス基本条例制定に向けては、特に公契約条例の制定が野田市、川崎市で進み、札幌市などでも議会議論が始まりました。民間中小労組との共闘強化の重要性から、改めて地域における共闘の軸として展開します。連合北海道や民間労組と連携した取り組みを進めていくこととします。
（７）連合北海道、連合地協、地区連合に結集し、地域春闘への参加と他産別、地場中小組合との交流・連帯活動を強めながら、公共サービス民間組合員の労働条件の引き上げについて積極的に取り組みを進めます。
（８）国家公務員の給与特例法案との関連で地方公務員の人件費削減が財務省を中心に目論まれていますが、交付税削減反対・地方財政確立の視点で、引き続き質の高い公共サービス実現指標とした制度政策闘争を展開します。
（９）春闘期を出発点として、男女平等産別統一闘争を推進します。
（10）すべての地本・単組・総支部は春闘期における行動計画（１地本・単組・総支部１企画）を立て、春闘諸行動への組合員参加・組織強化を追求します。
５　たたかいの展開
（１）各地本・単組は道本部2012国民春闘方針案の討議を行い、討論集会の開催、春闘方針及び要求書の作成など闘争体制の確立をはかります。
（２）自治体単組においては、あらたな自律的労使関係制度に対応するため、「労使関係ルールに関する基本要求書」を提出し、これに基づき、労使間において「協定書（確認書）」を締結する取り組みを推進します。
（３）公共民間単組も含めた全単組が必ず要求書を提出し、当局交渉を行なうこと、そして労使確認事項については、書面にて確認を行う行為を重視します（労働協約若しくは書面協定）。
（４）各単組は重点課題の取り組みにむけ、職場討議を行いながら、２月15日（水）～22日（水）の間に要求書を提出し、集中提出日を２月17日（金）とします。
（５）全国的な春闘の諸行動と連動して、各単組は、生活を維持・向上させる賃金水準の確保と労働条件改善、地域公共サービスの質の向上と公正労働の実現への決意を示すストライキ批准投票を実施します。
（６）全単組・総支部においては、自治労の対自治体統一行動に結集するために３月９日(金)29分時間内くい込み集会を配置し、２月29日～３月８日までを重点交渉期間と位置づけます。また、統一行動指標を掲げながら、春闘要求の前進に向け交渉を実施します。なお、労使合意を得た事項については、書面で確認することを追求します。
（７）連合・公務労協（公務員連絡会）の諸集会・統一行動に職場集会を開催するなど積極的に参加し、また、連合北海道の設定する決戦ゾーンに連帯し、４月いっぱいまで地域における交流・支援体制を継続します。ただし、2012春闘段階では給与臨時特例法案や国家公務員制度改革関連４法案の審議動向を踏まえて、公務員連絡会が人事院へ要求書提出を行わない可能性もありますので、2012春闘の全体的なスケジュールについては連合・自治労の基本方針を受けた組み立てとします。
６　たたかいの要求と課題
＜自治体労働者の要求と課題＞
　自治体労働者の「たたかいの要求と課題」については、基本的には以下のとおりとしますが、詳細については、別記２「2012年度自治体労働者の賃金・労働条件に関する統一要求書（案）」のとおりとします。
　なお、「労使関係ルールに関する基本要求書」については、その目的が2013年からの自律的労使関係制度の措置に伴う対応となりますのでその回答内容は協定書（案）の内容となることを求めることとなります。従って、以下の「統一要求書」に関わっては、必然的に「人事院勧告に準じて」とか「人事院勧告を踏まえて」とした回答にはならないことをしっかりと単組役員が理解をする必要があります。そして、自治体当局に対しては少なくとも地方公務員法第24条の規定や労使間での交渉の結果を踏まえて決定するとした回答とするように取り組みます。
＜参考－地方公務員法第24条＞
	（給与、勤務時間その他の勤務条件の根本基準）
第24条　職員の給与は、その職務と責任に応ずるものでなければならない。
２　前項の規定の趣旨は、できるだけすみやかに達成されなければならない。
３　職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与その他の事情を考慮して定められなければならない。
４　職員は、他の職員の職を兼ねる場合においても、これに対して給与を受けてはならない。
５　職員の勤務時間その他職員の給与以外の勤務条件を定めるに当たっては、国及び他の地方公共団体の職員との間に権衡を失しないように適当な考慮が払われなければならない。
６　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。


（１）生活の維持・改善をはかる賃金水準・制度の実現をめざします。
①　賃金要求については、道本部のアンケート結果（平均10,704円）を踏まえ自治労本部に意見反映し、最終的には１月26～27日開催の自治労第143中央委員会の決定を踏まえて、２月３日の道本部第115回中央委員会で決定します。
　要求額の設定は、春闘アンケートに基づいたこれまでの要求方法を踏襲し、産別統一闘争強化の視点から統一要求額を掲げます。なお、人事院勧告制度の廃止後の要求額の設定については、平均の賃金要求やポイント年齢ごとの賃金要求という手法では不十分であり、具体的に賃金要求ラインを示し、要求をするという手法を検討していく必要があります。
②　道本部としての2012国民春闘要求については、組合員総体としての要求を重視し、昨年の要求額より190円引き上がり、10,704円となりましたが、昨年と同額の平均10,500円、2.6％（2011年度の道職員の行政職給料表適用職員の平均給与総額＝402,831円を基礎に率を算定）以上の引き上げを道本部総体の賃金要求とし、あわせて、年齢別のポイントでは自治労本部方針に基づいて、水準を確保するとした要求とします。
＜参考＞　到達目標（ポイント賃金）
	30歳　244,254円
35歳　295,608円
40歳　348,104円


（※2011年賃金実態調査における実在者中央値×1.06）
③　自治体財政を理由とした給与等の独自削減に対しては原則反対しながら、昇格・昇給基準の改善及び自治体間・職種間、中途採用者の賃金格差の解消を求めます（道本部統一要求「賃金関係」参照）。
（２）臨時・非常勤等職員・公共サービス民間労働者の格差是正、自治体最低賃金を制度化します。この自治体最低賃金については、民主党がマニフェストで掲げている時間給1,000円を採用することとし、特に臨時・非常勤職員については、官製ワーキングプアとの異名が取られないよう、2008年８月の人事院の指針に基づいて、積極的に改善措置を自治体使用者に対して求めていきます。
　その際の要求基準は、月給155,000円（国公行(一)１級13号俸）以上とし、あわせて日給7,750円（／20日）以上、時間給1,000円（／155時間）以上とします。
　具体的な要求内容は統一要求書のとおりとしますが、当局とは別記４の内容も参考にしながら交渉・協議を進め、前進回答を引き出すこととします。
（３）技能労務（現業）職員の賃金については、総務省から適正化（引下げ）に向けた強力な指導が行われていますので、現行水準の維持を目標に交渉を強化します。
（４）委託契約労働者の賃金労働条件改善、公契約条例の制定をめざします。
（５）不払い残業一掃、各種休暇制度の新設・充実をはかります。
（６）真の「三位一体改革」実現・地方交付税の削減に反対するとともに、自治体財政健全化法の適用にあたって、労働条件の引き下げ等が検討される場合、十分な労使協議を求めていきます。
（７）高卒初任給については、月給155,000円（国公行（一）１級13号給に2.6％の賃金改善を加えた額）以上とします。
（８）男女平等の職場づくりに向け、男女平等産別統一闘争を推進します。（別途、男女平等産別統一闘争の項参照）
（９）人事院北海道事務局および北海道人事委員会に対しては、中央の公務員連絡会での方針提起を踏まえ、人事院勧告の動向はありつつも、各都道府県・政令市段階の人事委員会勧告は出されてくるという情勢認識にたって、人事院の検討作業における給与水準の改善や比較企業規模問題等の課題の解決を求める取り組みを進めます。春闘期・人事委員会勧告期においては、その時点での諸情勢を踏まえて取り組みを進めていくこととします。なお、人事院北海道事務局に対しては、連合北海道公務公共サービス労働組合協議会（北海道公務労協）に結集を強め対応します。
（10）春闘期における組織強化・拡大に全力をあげます。
＜公共民間労働者の要求と課題＞
　公共民間単組のたたかいの要求と課題については、別記３「公共サービス民間労働者の要求モデル」を参照し、各単組で要求書を作成し、提出、交渉を行うこととします。特に賃金要求する際に、公共サービス民間労働者で賃金カーブの算定ができない単組は、連合北海道の「賃金カーブ確保相当目安4,500円＋賃金改善分１％以上」を目安に方針化し取り組みます。
　特に別記３後段の「自治体に対する要求」については、労連形態での要求書の提出か自治体単組との連名による要求書の提出を行う場合に参考にします。
７　具体的な取り組み
（１）道本部の取り組み
①　自治労産別の闘争体制の確立－ストライキ批准投票
　批准投票は、年間を通じて１波につき２時間を上限としたストライキを含む闘争指令権を中央闘争委員会へ委譲することについて、全組合員の承認を求めるものです。また、争議権が否定されている公務員組合の春闘をたたかう意思表明となるものです。
　ストライキ批准投票については、昨年度はほぼ全国平均水準に引き上げることができました。賛成率は一定高水準にありますから、批准投票などの意義をしっかりと提起しながら、投票率を引き上げる取り組みを行います。
○　期　　間　　　　　　　　２月15日（水）～２月22日（水）
○　地本報告　　　　　　　　２月22日（水）
○　道本部集約・中央報告　　２月23日（木）
＜参考－2006～2011春闘スト批准率の推移＞
	
	2006年度
	2007年度
	2008年度
	2009年度
	2010年度
	2011年度

	実施単組／全単組
	217／238
	209／228
	191／226
	199／216
	199／219
	196／216

	道内投票数
	53,148
	50,108
	47,168
	46,656
	44,621
	44,241

	道内投票率
	80.68％
	79.60％
	79.41％
	80.15％
	78.74％
	80.04％

	道内賛成率
	88.27％
	88.50％
	88.34％
	89.14％
	89.52％
	90.03％

	道内批准率
	71.21％
	70.45％
	70.14％
	71.45％
	70.49％
	72.06％

	（全国批准率）
	（70.00％）
	（69.84％）
	（71.41％）
	（71.79％）
	（72.33％）
	（72.18％）


②　労使関係ルールに関する基本要求書および協定（確認）書締結の取り組み
　労使関係ルールの基本要求書の提出については、今回初めて取り組む課題となっています。自律的労使関係制度の導入を前提として、誠実交渉義務について、当局側の対応が問題視されることとなります。特に現行法には規定のない「不当労働行為」が法定化されることによって、民間で積み重ねた判例や労働委員会命令の考え方が公務員に対して適用される見込みとなっていますので、このことを根拠に当局に対して誠実交渉を守らせる取り組みが重要です。
　また、管理運営事項の取り扱いについても、組織機構改革や人事評価制度の導入が該当することとなりますが、結果として労働条件変更につながる制度改正については、「労使で協議を行う」という団体協約の締結が可能か否かという質問をして、一定の回答を引き出すことで、一方的に制度改正はさせない取り組みが重要となります。
ア）自律的労使関係制度の措置に向けた準備段階の取り組みとして、労使交渉・協議のあり方など、年間を通じた基本的な団体的労使関係のルールを確立することを目的とします。
イ）　労使関係ルールに関する基本要求書（別記１）は、全自治体単組で提出することとします。また、協定（確認）書についても同様に、全単組で書面協定・協約を締結することをめざします。
③　春闘期における道本部統一闘争としての職場戦術の取り組み
　これまで春闘期における道本部統一闘争としての職場抵抗戦術について、組合旗掲揚やワッペン、リストバンド、腕章等の着用などの取り組みを提起してきた経過にあります。しかし、ワッペンやリストバンドの戦術については、成果として全体が取り組むことができたとするには、残念ながら厳しい総括が続いていました。新たなグッズの作製については、財政発動が伴うことであり、このことは全組合員からは十分な理解を得られることは難しいと考えます。ここで改めて自律的労使関係制度の措置を展望し、春闘の再構築に向けて、組合員全体が春闘の重要性を意識し合い、産別統一闘争の意義を深め、諸戦術を強化する観点からの議論が必要です。引き続き、各地本・単組段階においては、職場実態を踏まえて統一的な取り組みが可能な戦術についてしっかりと議論を行い、リストバンドや腕章の活用、その他の取り組みを含めて創意工夫ある戦術を統一的に行使することとします。
④　賃金・労働条件に係る要求書の提出・回答・交渉
　要求書提出、回答、自治体闘争の山場のスケジュールについては、十分な取り組み期間を確保するために、要求書提出のゾーンを設定します。なお、産別統一闘争に結集する視点から集中提出日を定めることとします。
　統一要求書の内容は別記２（自治体単組用）とします。また、公共民間単組は別記３の内容を参考に要求書を作成してください。
　○　要求書の一斉提出　　　　２月15日（水）～２月22日（水）
　　　集中提出日　　　　　　　２月17日（金）
※　要求書は中央委員会において方針確認後、２月上旬単組着で発送（可能な限り、要求書の解説、批准投票用紙も同梱）。
　○　回答指定日　　　　　　　２月28日（火）
※　上記の提出ゾーンに提出できない場合は２月一杯を目途に提出することとします。道本部は北海道、市長会、町村会へ統一要求書を提出するとともに、連合北海道・公務労協に結集し、人事院北海道事務局への要求書提出、交渉を実施します。
⑤　道本部全単組・春闘オルグの実施
　道本部は、地方本部と合同で情勢報告や行動計画の点検など全単組オルグを実施します。
　　期　　間　　２月８日（水）～批准投票最終日（２月22日）までとします。（詳細は別途）
⑥　情宣活動の強化
　全組合員配布の「批准投票用紙」（リーフ兼用）や「じちろう」特集号を活用し、職場討議を進めます。また、春闘期を活用した地本毎の教宣学校の実施等も視野に入れながら、情宣活動を強めます。さらに、北海道における公共サービス課題をアピールするため、住民教宣ビラ配布を検討します。
（２）地本・単組の取り組み
①　闘争方針・闘争体制の確立
　各地本・単組は闘争委員会を設置し、「１地本・単組１企画」を含む、春闘方針を確立します。
②　ストライキ批准投票の取り組み
　ストライキ批准投票について、最低でも全国平均を上回るよう、戦術配置の意義など提起しながら、圧倒的な成功をめざします。
③　要求書の提出と交渉の配置、労使合意事項の書面での確認
　道本部作成の「労使関係ルールに関する基本要求書」および「統一要求書」を当局に提出し、対自治体闘争の重点交渉期間に交渉を配置します（別記１、２）。特に労使合意事項については、書面にて確認行為を行い、労働協約若しくは書面協定として整理することを追求します。なお、具体的な取り組みの手法等については、別記５のとおりとします。また、各地本は総合振興局（振興局）、管内町村会にも要求書を提出します。その場合の要求書の内容は重点要求書として整理し直し、別途、示します。
④　地本別春闘討論集会、単組学習会・職場オルグ等の実施
　各地本は道本部と連携して2012春闘オルグ等を実施するとともに、山場に向けて総決起集会などを開催し、たたかいの意思統一をはかります。また、各単組も、春闘方針の職場討議、要求や課題の周知をはかるため、職場学習会・職場集会を開催します。
（３）公共民間労組の取り組み
①　公共民間単組においては、賃金労働条件が春闘段階で決着する単組と秋闘段階で決着する単組に大きく区分されますが、秋闘段階で決着する単組においても、春闘期における要求書の提出、交渉の実施、協約の締結という運動を重視し、別記３の要求項目に基づき、要求書を作成し、取り組むこととします。
②　公共民間単組と自治体単組で連携がとれる場合は十分な連携の下で要求書の提出や交渉の実施などを追求します。
（４）対自治体闘争ゾーンの取り組み
①　具体的戦術
　　２月15日（水）～22日（水）　　　　要求書提出（集中提出日２月17日（金））
　　２月15日（水）～３月末　　　　　　組合旗掲揚
　　２月28日（火）　　　　　　　　　　回答指定日
　　２月29日（水）～３月８日（木）　　重点交渉期間、
　　３月６日（火）～３月９日（金）　　腕章着用
　　３月９日（金）　　　　　　　　　　29分時間内くい込み集会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　超勤拒否、出張拒否
②　妥結基準について
　道本部の行動指標は、上記「５．たたかいの要求と課題」(1)～(3)および、下記の獲得目標とし、最低獲得目標（妥結基準）は共通課題ア)～エ)とします。
＜対自治体交渉獲得目標＞
【共通課題】
ア）賃金・労働条件の変更は事前協議事項とし、労使合意を前提
イ）現行賃金水準を維持し、生活実態の認識及び賃金要求額に見合った賃金改善の確認
　（最低限、現行賃金体系の維持・改善）
ウ）臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件改善の確認（勤務時間比例による正規職員と同様の賃金・労働条件の改善）
エ）高齢再任用制度の円滑な実施とあわせて定年年齢の段階的延長に向けた制度設計の十分な労使協議の確約
オ）自治体関連民間労働者・公社・事業団労働者の賃金・労働条件を公務員並とすることの自治体としての指導方向明示、委託費、補助金等の引上げ方向確約
カ）全員５級水準以上への賃金改善、現業格差賃金解消の基本姿勢の明示と具体的協議の方向確約
キ）直営堅持・事前協議制の確立および欠員の完全補充
ク）不払い残業の撲滅・超勤手当の予算確保
【単組選択課題】
ケ）独自削減を含むすべての賃金合理化は提案させないことを基本に、それらの圧縮・緩和
コ）人事評価制度導入は労使交渉事項であることの確認
サ）時間外勤務手当の割増率や単価計算方式の最低労基法基準への改善
シ）自治体独自の公務災害見舞金(法定外)制度の新設と拡充の方向明示
ス）諸休暇制度の改善、新勤務時間・休暇制度の導入の十分な労使協議に基づく国を上回る改善
セ）自治体および自治体関連民間職場からの労基法・パート労働法違反や社会保険・労働保険の有資格未加入者等の法違反一掃。そのため、社協や委託先清掃等の関連職場の労働条件を自治体として把握し、法違反には是正指導を行うこと。
ソ）公益法人等への職員の派遣については、本人の不利益とならない内容で条例化すること
タ）任期付採用制度に関する条例化と運用については、十分な労使協議と合意を前提とすること
チ）民間の育児休業・介護休暇の改正、および国家公務員の制度改正を踏まえ、条例の改正を行うこと
ツ）育児のための短時間勤務制度について
ⅰ）国家公務員の制度を最低とし、条例化にあたっては事前協議・交渉・合意を前提とすること。
ⅱ）代替職員は原則正規職員とすること
ⅲ）育児休業の復職時調整は100／100で換算し、号俸調整を行うこと（育児休業を取得した職員の職務復帰後における給与は、育児休業をした全期間を引き続き勤務したものと見なして調整すること。あわせて、在職者調整を行うこと）。
テ）家族看護休暇の新設、最低、子の看護休暇を制度化すること
（５）連合・公務労協（公務員連絡会）の取り組み
①　連合・公務労協
　　連合2012春季生活闘争・闘争宣言集会　２月10日（金）
　　連合総決起集会　　　　　　　　　　　３月６日（火）（民間山場前段）
②　連合北海道
　　2012春季生活闘争総決起集会　　　　　３月８日（木）（札幌市・市民ホール）
③　公務員連絡会の対政府統一行動
　　第１次全国統一行動日　２月27日（要求書提出の翌日）※時間外職場集会を実施
　　第２次全国統一行動日　３月29日（回答日翌日に政府回答内容報告・確認）※時間外職場集会
を実施
８　道本部としての方針論議のスケジュール
　　2011年12月15日（木）～16日（金）　　自治労本部春闘討論集会
　　2012年１月10日（火）　　　　　　　　道本部春闘討論集会
　　　　　１月中下旬　　　　　　　　　　各地方本部別春闘討論集会
　　　　　１月25日（水）　　　　　　　　第３回道本部拡大闘争委員会
　　　　　１月26日（木）～27日（金）　　自治労第143回中央委員会（自治労春闘方針決定）
　　　　　２月３日（金）　　　　　　　　道本部第115回中央委員会（道本部方針確定）
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